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〔翻訳）1989年米独改訂租税条約 (2)
I 条約 (1 条乃至16条•前号）
II 条約 (12条乃至33条•本号）
IlI 議定書その他付属文書（次号）
川端康之
Il 条約 07条乃至3条）
17条芸能人及び連動家
1 7条（事業所得）， 14条（独立的な人的役務）及ぴ15条（従属的な人的
役務）の規定にも拘らず， （演劇，映画，ラジオ若しくはテレビジョンの俳
優又は音楽家のような）芸能人又は運動家として一方締約国の居所者が他方
締約国において為す個人的活動から稼得する所得に対しては，当該個人に対
して償還され又は当該個人に代わって負担された費用を含むそのような芸能
人又は運動家によって稼得される粗収入の金額が関係暦年の間に20,000ドル
(2万合衆国ドル）又はドイツ・マルクでそれに相当する金額を超えない場
合を除き，当該他方の国において租税を課すことができる。
2 芸能人又は運動家がその能力において為した活動に関する所得が当該芸
能人又は運動家ではなく第三者に生じた場合には， 7条（事業所得）及び14
条（独立的な人的役務）の規定にも拘らず，当該第三者の当該所得に対して
は，当該芸能人又は運動家若しくはその関連者のいずれもが，延べ払い対
価，賞与，報酬，配当，パートナシップ所得他の所得又は分配の発生又は収
受を含む如何なる方法においてであれ，当該第三者の所得に，直接にであれ
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間接にであれ，参加していない，ということが立証される場合を除き，当該
芸能人又は運動家の活動が為された締約国が租税を課すことができる。
3 1項及び2項の規定は，一方締約国への訪問が，他方締約国又はその地
方自治体の公的基金により直接にであれ間接にであれ実質的に補助されてい
る場合には，当該一方締約国において芸能人又は運動家によって提供された
活動から生じる所得には適用されないものとする。そのような場合には，当
該所得は当該芸能人又は運動家が居住者である締約国においてのみ租税を課
されるものとする。
18条 退職年金，年金，離婚扶養費及び養育費
1 19条（政府職員，社会保険）の規定に従い，過去の勤務につき一方締約
国の居住者によって稼得されかつ受益的に所有される退職年金その他の類似
の対価は，当該国においてのみ租税を課されるものとする。
2 19条（政府職員，社会保険）の規定に従い，一方締約国の居住者により
稼得されかつ受益的に所有される年金は，当該国においてのみ租税を課され
るものとする。本項で用いられる「年金」との文言は， （提供された役務を
除く）妥当かつ完全な対価と見返りに支払いを為す債務のもので，所定の年
限の間に所定の回数定期的に支払われる所定の金額をいう。
3 一方締約国の居住者から他方締約国の居住者に対して支払われ当該一方
締約国において所得控除可能な離婚扶養費は，当該他方の国においてのみ租
税を課されるものとする。本条において用いられる「離婚扶養費」との文言
は，受領者が居住者である国の法のもとで受領者に租税を課される（文書に
よる離婚協議書，離婚判決，別居判決又は扶養義務付け判決に従い為される）
定期的支払いを意味する。
4 一方締約国の居住者から他方締約国の居住者に対して支払われる（文書
による離婚協議書，離婚判決，別居判決又は扶養義務付け判決に従い為され
る）未成年の子の扶養を目的とする定期的支払い及び控除不能な離婚扶養費
は，最初に言及した国においてのみ租税を課されるものとする。
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19条政府職員，社会保険
1 (a) ドイツの自然人以外の自然人に対して合衆国又は同国の州若しくは行
政区画により支払われる報酬，給与その他類似の対価及ぴ年金には， ド
イツ連邦共和国の租税を課さない。
(b) 合衆国の市民以外及び永住を目的として合衆国に入国を許可された個
人以外の自然人に対してドイツ連邦共和国又は同国の州若しくは地方政
府により支払われる報酬，給与その他類似の対価及ぴそれらの公的退職
年金基金から支払われる年金には，合衆国の租税を課さない。
(c) 戦争行為又は政治的虐待の結果惹起された侮害又は損害の代償として
締約国の一方又は当該国の公法のもとで設立された法人により支払われ
た退職年金，年金その他類似の金額には，他方締約国の租税を課さな
1,ヽ
゜
(d) 本項の目的上，「年金」との文言は，退職政府文民職員に対して支払
われる年金を含む。
2 一方締約国の社会保険立法のもとで支払われる社会保険給付金及ぴ一方
締約から他方締約国の居住者に対して支払われるその他の (1項において扱
われていない）公的年金に対しては，当該他方締約国においてのみ租税を課
すものとする。第一文を適用する際に，当該他方締約国は，そのような給付
金又は年金を，当該他方締約国の社会保険立法のもので支払われる社会保険
給付金として扱うものとする。
20条訪問教授及び教師，学生及び事業修習者
1 一方締約国の居住者でかつ公認された大学，学校その他の教育機関又は
公的研究機関若しくは公益を目的として研究に従事するその他の機関におけ
る研究遂行又は教育を目的として 2年を超えない期間他方締約国に滞在する
教授がそのような活動の対価として収受する報酬は，最初に言及した国にお
いてのみ租税を課されるものとする。研究が公益を目的とせず，主として特
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定の者の私的な利益のために行われる場合には，本条は，当該研究から生じ
る所得に対しては適用しないものとする。本項において規定された便益は，
直前の期間中に， 2項， 3項又は 4項の便益を亨受していた個人に対して
は，供与されないものとする。
2 一方締約国を訪問する直前に他方締約国の居住者であり最初に言及した
国において専任の教育又は訓練を目的として滞在する学生又は事業修習者
（ドイツ連邦共和国においては，実習生 (Volontare)及び試補 (Prakti-
kanten)を合む）がその生活維持，教育又は訓練を目的として収受する，
人的役務の対価以外の支払いは，そのような支払いが当該国以外の源泉から
生じ又は送金される場合には，当該国において租税を課さないものとする。
3 一方締約国を訪問する直前に他方締約国の居住者であった者が非営利の
宗教，慈善，文学又は教育を目的とする私的組織又はそれに比準する公的
機関から交付金，手当又は賞金として収受する人的役務の対価以外の支払い
は，当該最初に言及した国において租税を課さない。
4 4年を超えない期間にわたり一方締約国に滞在する， 2項の意義におけ
る学生若しくは事業修習者又は 3項の意義における交付金，手当又は賞金の
受領者は， 当該国において，年間5,000ドル (5千合衆国ドル）又はドイツ
・マルクでそれに相当する金額を超えない従属的な人的役務から生じる一切
の所得に対しては，そのような役務が生活維持，教育又は訓練を目的に利用
される資金を補填することを目的として行われた場合には，租税を課されな
いものとする。
5 締約国の一方の居住者でそのような国の企業又は 3項に規定する組織又
は機関の被用者であり， そのような企業，組織又は機関以外の者から技術
的，専門的又は事業上の経験を取得することを唯一の目として 1年を超えな
い期間にわたり他方締約国に一時的に滞在する者は，どこにおいてであれ提
供した役務の対価としてそのような企業，組織又は機関から支払われ当該他
方の国以外から送金された対価に対しては，そのような対価が10,000ドル
(1万合衆国ドル）又はドイツ・マルクでそれに相当する金額を超えない場
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合には，当該他方の締約国においては租税を課さないものとする。
21条その他の所得
1 本条約の前条までの規定おいて扱われていない，一方締約国の居住者の
所得の項目には，それがどこで生じたものであれ，当該国においてのみ租税
を課すものとする。
2 6条（不動産所得） 2項において定義された不動産から生じる所得以外
の所得に対しては，一方締約国の居住者たるそのような所得の受領者が他方
締約国においてそこに所在する恒久的施設を通じて事業を遂行し，かつ，所
得が支払われる権利若しくは財産が当該恒久的施設の事業用財産の一部を構
成し又は当該受領者が当該他方の国においてそこに所在する固定的施設から
独立的な人的役務を提供しかつ当該所得が当該固定的施設に帰属する場合に
は， 1項の規定は適用されないものとする。
22条財産
1 6条（不動産所得）に規定する不動産により表象される財産で，一方締
約国の居住者が所有し，かつ他方締約国に所在する財産に対しては，当該他
方の国において租税を課すことができる。
2 一方締約国の企業が他方締約国に有する恒久的施設の事業用財産の一部
を構成する動産又は一方締約国の居住者が独立の人的役務を提供するために
他方締約国において使用することのできる固定的施設に係る動産である財産
に対しては，当該他方の国において租税を課すことができる。
3 国際運輸において運行する船舶，航空又はコンテナ及びそのような船
舶，航空機又はコンテナの運行に係る動産により表象される財産は，そのよ
うな財産を所有する企業の財産が 8条（船舶運輸及ぴ航空機運輸）に従い租
税を課される締約国においてのみ租税を課されるものとする。
4 一方締約国の居住者が所有するその他の一切の財産に対しては，当該国
においてのみ租税を課されるものとする。
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23条二重課税の救済措置
1 合衆国の居住者又はその市民の場合には，税額は以下のように算定され
るものとする。合衆国の法（その一般原則を変更することなくしばしば改正
される場合がある）の規定に従いかつその制限のもとで，合衆国は，合衆国
の居住者又は市民に対して，合衆国所得税から税額控除として以下の項目の
控除を隠めるものとする。
(a) そのような市民又は居住者により若しくはそれに代わる者によりドイ
ツ連邦共和国に対して納付された所得税，およぴ
(b) ドイツ連邦共和国の居住者たる法人でかつ同法人から合衆国法人が配
当を収受する法人の議決権付き株式の10%以上を所有する合衆国法人の
場合は，配当の原資となる所得に関し分配法人又はそれに代わる者によ
りドイツ連邦共和国に対して納付された所得税。
本項の目的上， 2条（対象税目） 1項(b)号及び2項において定められた，
財産税 (Vermogensteuer)及び所得以外のものを課税標準として算定され
る営業税 (Gewerbesteuer) を除く租税は， ドイツ連邦共和国に対して納
付された所得税として考えるものとする。本条を唯一の理由として認められ
た税額控除は， 2条1項(b)号及び 2項において定められた租税についてそう
でなければ控除可能な税額控除に加算された場合には，如何なる課税年度に
おいても， ドイツ連邦共和国において生じた課税所得が全課税所得に対して
負担した合衆国所得税の部分を超過しないものとする。
2 ドイツ連邦共和国の居住者の場合には，税額は以下のように算定される
ものとする。
(a) (b)号に定める場合を除き，合衆国において，本条約に従い，租税を課
される場合のある合衆国内の源泉から生じた一切の項目の所得及び合衆
国に所在する一切の項目の財産は， ドイツ税の課税標準から除外される
ものとする。しかしながら， ドイツ連邦共和国は，その税率の決定に際
し，そのように除外された項目の所得及び財産を考廊に入れる権限を留
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保する。配当から生じる所得の場合においては，第一文の規定は，• その
議決件付き株式の10%以上がドイツ法人により直接所有されかつ合衆国
の居住者である法人によりドイツ連邦共和国の居住者たる法人（パート
ナーシップを除く）に支払われる，合衆国法のもとでの課税に服する法
人の権益に係る利益の分配から生じる所得に対してのみ適用されるもの
とする。第二文の規定は，規制投資法人による配当及ぴ合衆国課税の目
的上分配法人の利益を算定する際に所得控除された金額の分配に対して
は適用しないものとする。財産に対する課税の目的上，配当が支払われ
たとすれば前二文によりドイツ税の課税標準から除外されることとなる
一切の株式所有もまた， ドイツ税の課税標準から除外されるものとす
る。
(b) 合衆国法及ぴ本条約の規定により納付される以下の項目の所得に対す
る合衆国税は，外国税額控除に関するドイツ租税法の規定により， ドイ
ツ所得税から税額控除することが認められるものとする。
(aa) (a)号が適用されない10条（配当）の意義における配当から生じる
所得。
(bb) 13条（譲渡収益）が適用される利得で，そのような利得が13条2
項(bl号を唯一の理由として合衆国において租税を課される場合。
(cc) 16条（役員報酬）が適用される所得。
(dd) 17条（芸能人及び運動家）が適用される所得。
(ee) ドイツ国民に対して支払われた19条（政府職員，社会保険） 1項
(a)号の意義における所得。
(ff) 28条（条約便益の制限）がなければ本条約のもとで合衆国の課税
から除外されていたであろう所得，および
(ee) 議定書21項が適用される所得。
本項の目的上， ドイツ連邦共和国の居住者の利益，所得又は利得は，本条
約に従い合衆国において租税を課される場合には，合衆国内の源泉から生じ
たものと看倣す。
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3 合衆国の市民がドイツ連邦共和国の居住者である場合には，
(a) 合衆国の市民ではないドイツ連邦共和国の居住者によって稼得された
場合に合衆国の課税から除外され又は合衆国の軽減税率の対象となる，
2項のもとでドイツ税の課税標準からは除外されなかった項目の所得に
ついては， ドイツ連邦共和国は，議定書1項の市民権を唯一の理由とし
て課すことのできる租税以外の，本条約の規定のもとで合衆国が，若し
あるとすれば課すことのできる租税についてのみ，外国税額控除に関す
るドイツ租税の規定により， ドイツ税から税額控除することを認めるも
のとする。
(bl 合衆国税の算定目的上，合衆国は， (a)号において定める税額控除の後
にドイツ連邦共和国に対して納付された所得税を合衆国税から税額控除
することを認めるものとする。そのように謁められた税額控除は， (a)号
の規定によりドイツ税から税額控除可能な部分の合衆国税を減少しない
ものとする，および，
(c) (b}号のもとで合衆国において二重課税を救済するということを唯一の
目的として， (a}号において定められた項目の所得は， (b)号のもとでその
ような所得の二重課税を回避するのに必要な限りにおいて， ドイツ連邦
共和国において生じたものと看倣す。
4 ドイツ連邦共和国の居住者たる法人が合衆国内における源泉から稼得し
た所得を分配する場合には，本条は， ドイツ連邦共和国の租税法の規定によ
りそのような分配に対して法人税の補償的賦課を行うことを妨げないものと
する。
24条無差別
1 一方締約国の国民は，他方締約国において，類似の状況にある当該他方
締約国の国民が課され又は課される場合のある租税及び関連する要件以外の
又はそれより重い租税又はそれに関連する要件に服することはないものとす
る。 1条の規定にも拘らず，本規定はまた，締約国の一方又は両方の居住者
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ではない者に対しても適用されるものとする。
2 一方締約国の企業が他方締約国に有する恒久的施設に対して課される租
税は，当該他方締約国において，同じ活動を行う当該他方締約国の企業に課
される租税よりも不利に課されることはないものとする。本規定は，一方締
約国に対し，家族の状況又は家族を扶養するための負担を理由として同国が
その居住者に与える租税上の人的控除，救済及ぴ軽減を他方締約国の居住者
に隠めることを義務付けるものとは解してはならない。
3 9条（関連企業） 1項， 11条（利子） 4項又は12条（使用料） 4項の規
定が適用される場合を除き，一方締約国の企業により他方締約国の居住者に
対して支払われた利子，使用料その他の支払い金については，そのような企
業の課税所得の算定目的上，最初に言及した国の居住者に対して支払われた
とした場合における条件と同じ条件のもとで所得控除し得るものとする。同
様に，一方締約国の企業の他方締約国の居住者に対する如何なる負債も，そ
のような企業の課税対象財産の決定の目的上，最初に言及した国の居住者に
対して生じたとした場合における条件と同じ条件で控除するものとする。
4 一方締約国の企業であってその資本の一部又は全部が他方締約国の一人
以上の居住者により直接又は間接に所有又は支配されている企業は，最初に
言及した国の他の類似の企業が課され又は課される場合がある租税若しくは
関連する要件以外又はそれより重い租税若しくはそれに関連する要件を課さ
れることはないものとする。
5 本条の規定は，一方締約国が10条（配当） 8項に定める租税を課すこと
を妨げないものとする。
6 本条の規定は， 2条（対象税目）の規定にも拘らず，一方締約国又はその
地方政府によって課される一切の種類の租税に対して適用するものとする。
25条相互協議
1 ある者が，締約国の一方又は双方の措置により本条約の規定に適合しな
い課税を当該者が受ける結果となり又は結果となるであろうと駆める場合に
162(722) 第 35巻第 6 号
は，当該者は，自己の事案を，それらの国の国内法に定める救済手段とは別
に，当該者が居住者である締約国の権限ある当局又は24条（無差別） 1項の
適用に関するものである場合には自己が国民である締約国の権限ある当局に
対して，申し立てることができる。当該申し立ては，二重課税又は本条約の
規定に適合しない課税を惹起する課税措置の通知の日から 4年以内に行わな
ければならない。
2 締約国の権限ある当局は，本条約の解釈又は適用に関して生じた困難又
は疑議を相互協議により解決すべく努力するものとする。締約国の権限ある
当局は，特に，以下の事項について合意するものとする。
(a) 一方締約国の企業の他方締約国に所在する恒久的施設に対する所得，
所得控除，税額控除又はその他の控除の同一の帰属。
(b) 9条（関連企業）の原則に適合する関連企業と第三者の間での所得，
所得控除，税額控除又はその他の控除の同一の配分。
(c) 以下の事項に関する矛盾を含む，本条約の矛盾する適用の解決。
(aa) 特定の項目の所得の性質決定。
(bb) ある者の性質決定。
(cc) 特定の項目の所得に関する源泉地決定準則の適用。
(dd) 源泉地国の租税法により株式から生じる所得と同様の扱いを受け
かつ他方の国において異なった種類の所得として扱われる所得の
扱い。
(d) 用語の共通の意義。
(e) 本条約の目的と矛盾しない方法における，刑罰，罰金及ぴ延滞利子に
関するものを含む国内法の手続規定の適用，およぴ
(f) 経済的又は通貨上の発展を反映するための17条（芸能人及び運動家）
及ぴ20条（訪問教授及ぴ教師，学生及ぴ事業修習者）において定められ
た金額の増額。
締約国はまた，本条約に定めなき場合における二重課税の排除を目的
として相互に協議を行うことができる。
〔翻訳〕 1989年米独改訂租税条約(2)(川端） (723)163 
4 締約国の権限ある当局は，前項の意味における合意に到達する目的で直
接相互に通信することができる。手続が具体的事案に関連する場合には，関
係者は，締約国のいずれか又は双方の権限ある当局に自己の見解を提示する
ことが隠められるものとする。合意に到達するために口頭による意見の交換
が適当であると隠められる場合には，そのような意見の交換は，締約国の権
限ある当局の代表者から構成される委員会を経由して行うことができる。
5 本条約の解釈又は適用に関する締約国の意見の相遣は，可能な限り，権
限ある当局により解決されるものとする。意見の相遮が権限ある当局により
解決することが不可能の場合には，権限ある当局の合意により，当該意見の
相遮は仲裁に付託することができる。当該手続については，外交手段により
交換される通牒により締約国の間で合意及ぴ設定されるものとする。
26条情報交換及び執行共助
1 締約国の権限ある当局は，本条約の規定及び本条約が適用される租税に
関する締約国の国内法の規定のもとでの課税が本条約の規定に反しない限り
当該国内法の規定を実施するために必要な情報を交換するものとする。情報
交換は1条（人的適用範囲）の規定によって制限されない。一方締約国が受
領した情報は，当該国の国内法のもとで得た情報と同じ方法で秘密として扱
うものとし，本条約の適用される租税の賦課，徴収若しくは管理，当該租税
に関する執行又は訴追若しくは当該租税に関する不服申立に関する決定に関
与する者又は当局（裁判所及び行政機関を含む）に対してのみ開示されるも
のとする。そのような者又は当局は，当該情報をそのような目的のためのみ
に利用するものとする。そのような者又は当局は，当該情報を提供した締約
国の権限ある当局が異議を申し立てない限り，当該情報を公開の裁判手続又
は司法的決定において開示することができる。
2 如何なる場合においても， 1項の規定は，一方締約国に以下の義務を課
すものと解釈されてはならない。
(a) 当該一方締約国又は他方締約国の法及び行政上の慣行に抵触する行政
164(724) 第 35巻第 6 号
上の措置をとること。
(b) 当該一方締約国又は他方締約国の法のもとで又はその通常の行政過程
において入手することのできない情報を提供すること。
(<i) 営業上，事業上，商業上若しくは職業上の秘密又は取引の過程を開示
するような情報又は開示することが公の秩序に反することとなる情報を
提供すること。
3 情報が，本条に適合して一方締締国から要求された場合には，他方締約
国は，最初に言及した国の租税が当該他方の国の租税でありかつ当該他方の
国が課したとする場合と同じ方法かつそれと同じ範囲において，当該要求が
関係する情報を入手するものとする。一方締約国の権限ある当局から具休的
に要求された場合には，他方締約国の権限ある当局は，可能であれば，宜誓
証言録取書又は編集されていない原文書（帳簿，書類，計算書，記録，勘定
書及ぴ文書を含む）の謄本の形式において，そのような宜誓証言録取書及び
文書が当該他方の国の法及ぴ行政上の慣行のもと9で同国の租税に関し入手可
能な範囲において，本条約のもとで情報を提供するものとする。
4 各々の締約国は，本条約によって認められる当該他方の国において課さ
れる租税の緩和措置がそれを認められない者の便益を害さないということを
確保するのに必要な税額を，他方締約国に代わり徴収する努力を為すものと
する。
5 4項は，締約国の各々に，その租税の徴収に用いられると異なる性質の
又はその主権，安全若しくは公の秩序に反する行政措置を講じる義務を課す
ものではない。
6 締約国は，締約国が本条の規定のもとで2項（対象税目）において定め
られていない締約国により課される租税を目的として情報を交換することが
できる公文を，外交手段により交換するものとする。
27条非課税団体
1 28条（条約便益の制限）の規定にも拘らず，宗教，慈善，科学，教育又
〔翻訳J1989年米独改訂租税条約(2)(川端） (725)165 
は公共目的のみにより運営されるドイツ法人又は組織は，以下の場合にその
範囲において，所得の項目に関する合衆国により課される租税を非課税とさ
れるものとする。
(a) そのような法人又は組織がドイツ連邦共和国において非課税とされ，
かつ
(b) そのような法人又は組織が合衆国において設立されかつその一切の活
動を行っていたとすればそのような項目の所得に関し合衆国において非
課税とされたであろうこと。
2 28条（条約便益の制限）の規定にも拘らず，宗教，慈善，科学，教育又
は公共目的のみにより運営される合衆国法人又は組織は，以下の場合にその
範囲において所得の項目に関するドイツ連邦共和国により課される租税を非
課税とされるものとする。
(a) そのような法人又は組織が合衆国において非課税とされ，かつ
(b) そのような法人又は組織がドイツ連邦共和国において設立されかつそ
の一切の活動を行っていたとすれば，そのような項目の所得に関してド
イツ連邦共和国において非課税とされたであろうこと。
28条条約便益の制限
1 一方締約国の居住者でかつ他方締約国から所得を稼得する者は，当該者
が以下に掲げる者に該当する場合に限り，当該他方締約国において，本条約
の一切の便益を亨受する適格を有するものとする。
(a) 個人。
(b) 締約国又は地方自治体。
(c) 最初に言及した締約国において（投資業又は投資管理業が銀行又は保
険会社により遂行される場合を除き，当該投資管理業以外の）営業又は
事業の積極的活動に従事し，かつ，当該他方締約国から稼得された所得
が，当該営業又は事業との関連において又はそれに付随して稼得される
ものである場合。
166(726) 第 35巻第 6 号
(d) その主たる種類の株式が，公認証券取引所において実質的かつ定期的
に取引される会社。
(e)(aa) その受益権益の50%超（会社の場合においては，その各々の種類
の株式の株式数の50%超）が，本項(a), (b), (d)又は(f)の各号のも
とで本条約の便益を亨受する適格を有し又は合衆国の市民である
者により，直接又は間接に，所有されている者で，かつ
(bb) その総所得の50%超が，直接であれ間接にであれ，本項(a), (b), 
(d)又は(f)の各号のもとで本条約の便益を亨受する資格を欠く者又
は合衆国の居住者でない者に対する債務（利子又は使用料の弁済
責任を含む）を弁済するために使用されていない者，または
(f) 当該地位のために，その居住地締約国において所得課税から一般的に
除外される，非営利団体。但し，若しあるとすれば，当該団体の，受益
者，構成員又は参加者の過半数が，本条のもとで，本条約の便益を亨受
する適格を有する者である場合に限る。
2 1項の規定により本条約の便益を亨受する適格を欠く者は，その場合に
おいても，問題となる所得が生じる国の権限ある当局がそのように決定した
場合には，本条約の便益を受ける場合がある。
3 1項の目的上，「公認証券取引所」とは，以下の場合を意味するものと
する。
(a) 全国証券業協会が所有する NASDAQシステム及び1934年証券取引
法の目的上全国証券取引所として証券取引委員会に登録された証券取引
所。
(b) 登録株式取引が行われるドイツの証券取引所。
(c) 締約国の権限ある当局により合意されたその他の証券取引所。
4 締約国の権限ある当局は，本条の規定の共通に合意された適用の進展を
目的として，相互に協議を行うものとする。当該権限ある当局は， 26条（情
報交換及び執行共助）の規定に従い，本条の規定の執行及びそこで将来予想
される場合においては両国の国内法の適用を保護するために必要な情報を交
〔翻訳J1989年米独改訂租税条約(2)(川端）
換するものとする。
29条源泉徴収税の還付
(727)167 
1 締約国の一方において，配当，利子，使用料その他の項目の所得に対す
る租税が源泉徴収税により課される場合には，当該国の国内法のもとで規定
された税率で源泉徴収税を適用する権限は本条約の規定による影響を受けな
い。
2 そのように源泉徴収された租税は，その賦課が本条約によって制限され
る限りにおいて還付請求により還付されるものとする。
3 還付請求の期間は，配当，利子，使用料その他の項目の所得が収受され
た日の属する暦年の終期から 4年とする。
4 所得が生じる締約国は，納税者が居住者である締約国による行政上の証
明書を，当該国における無制限納税義務の要件の充足に関して，要求するこ
とができる。
5 締約国の権限ある当局は， 25条（相互協脹）に従い相互協艤により前各
規定を執行するものとする。
6 締約国の権限ある当局は，本条約において定められた租税の減免措置の
執行のためのその他の手続を相互協議により設定するものとする。
30条外交官
1 本条約の如何なる規定も，国際法の一般原則又は特別の協定の規定に基
づく外交官又は領事官の租税上の特権に影響を及ぽさないものとする。
2 そのような特権のために，，所得又は財産が収受した国において課税され
ない限りにおいて，そのような所得又は財産を送り出した国はそのような所
得又は財産に租税を課す権限を有するものとする。
3 4条（居住者）の規定にも拘らず，他方締約国又は第三国に滞在する一
方締約国の外交官又は領事官である個人は，以下の場合には，本条約の目的
上派遣国の居住者と看倣するものとする。
168(728) 第 35巻第 6 号
(a) 国際法上，当該個人が所得を収受した国において当該国外の源泉から
生じた所得又は当該国以外の国に所在する財産について租税を課され
ず，かつ
(b) 派遣国において，当該個人が，当該個人の全所得又は資本に対する租
税に関連して当該国の居住者と同一の債務を負う場合。
4 本条約は，一方締約国に滞在しかついずれの締約国においても所得又は
財産に対する租税について居住者と同一の債務を負わない場合は， 国際機
閲，その組織若しくは職員又は第三国の在外公館，領事館若しくは恒久的公
館の構成員である者に対しては適用しないものとする。
31条ベルリン条項
太条約は，本条約の効力発生の日から三ヶ月以内にドイツ連邦共和国政府
がアメリカ合衆国政府に対して適用排除の宜言を行わない限り，ベルリン特
別区に対しても適用される。
32条発効
1 本条約は，可能な限り早期に，批准され，かつワシントンにおいて批准
書が交換されるものとする。
2 本条約は批准書の交換の日に発効し，以下の事項について締約国におい
て効力を有するものとする。
―(a) 保険料に対して課される源泉徴収税並びに消費税については， 1990年
1月1日以降に支払われ又は貸記された金額。
(b) 所得に対するその他の租税については， 1990年1月1日以降に開始す
る，事案により課税年度 (Steuerjahr)又は査定期間 (Veranlagungs-
zeitraum), 但し，そのような日までに開始する一切の事業年度 (Wirt-
schaftsjahr)を除く，および
(c)財産に対する租税については， 1990年1月1日以降に所有された項目
の財産に対して課される租税。
〔翻訳〕 1989年米独改訂租税条約(2)(川端） (729)169 
3 1954年7月22日に署名され， 1965年9月17日署名の誤定書により修正さ
れた，アメリカ合衆国とドイツ連邦共和国との間の所得に対する租税とその
他の一定の租税に関する二重課税の回避のため条約(「1954年条約」）の便益
亨受の適格性を有する者に対して，本条約においてよりも当該条約において
の方がより大きな課税綬和措置を供与することができる場合には， 1954年条
約は，そのような者の選択により，そうでなければ本条約の規定が 2項(b)号
のもとで効力を有した最初の査定期間又は課税年度については，全て効力を
有し続けるものとする。
4 本条の前各規定にも拘らず， 10条（配当） 2項(a)号により（同条4項の
意義における） 1992年1月1日より前に支払われ又は貸記された配当に対し
て課された租税は，当該配当の粗金額の 5%を超える場合があるが， 10%を
超えてはならない。
5 本条の前各規定にも拘らず，
(a) 10条（配当） 8項の規定は， 1991年1月1日以降に開始する査定期間
又は課税年度の間の配当相当額に対して課される租税に関して効力を有
するものとするが，そのような日までに開始する課税年度を除く。第一
文の目的上，配当相当額は法人の事業年度の期末に支払われたものとし
て扱うものとする。
(b) 23条（二重課税の救済） 2項(a)号第四文の規定は，規制投資法人が1988
年10月1日に既に存在していた場合には，そのような規制投資法人によ
り1991年1月1日までに支払われた配当に対しては，効力を有さないも
のとする。
6 本条の前各規定にも拘らず， 11条（利子）及ぴ10条（配当） 4項並びに
5項に定められた項目の所得に開しては，以下の規定が適用されるものとす
る。
(a) 1991年1月1日までに支払われ又は貸記された， 「利益参加型貸付」
又は「利益参加型社債」から稼得された利子を含む， 1954年条約におい
て用いられている文言としての利子に対しては，本条約ではなく， 1954
170(730) 第 35巻第 6 号
年条約が適用されるものとする。
(b) 10条（配当） 4項の適用される債務から生じる所得及ぴ10条（配当）
5項の適用されない「利益参加型貸付」又は「利益参加型社債」から生
じる所得で， 1991年1月1日以降に支払われ又は貸記されるものは，そ
れが生じる締約国において10条2項に定める税率で租税を課されるもの
とする。
(c) 10条（配当） 5項の適用される「廣名組合契約」のもとで稼得される
所得及び「受益」株式又は「受益」権から稼得される所得で， 1991年1
月1日までに支払われ又は貸記されるものは，それが生じる締約国にお
いてその粗金額の15%を超えない税率で租税を課されるものとする。
(d) 10条（配当） 5項の適用されない「匿名組合契約」のもとで稼得され
る所得及ぴ「受益」株式又は「受益」権から稼得される所得は，そのよ
うな所得が1990年1月1日以降に支払われ又は貸記された場合には，そ
れが生じる国において10条（配当） 2項及び3項に定める税率で租税を
課されるものとする。
(e) 本項の前各規定は， 10条（配当） 6項又は11条（利子） 3項において
定められた所得に対しては適用しないものとする。
7 1954年条約は，本条の規定により本条約の規定が効力を生じた時点で失
効するものとする。
33条終了
本条約は，無期限に効力を有するものとするが，締約国のいずれもが，本
条約の効力発生の日から 5年の期間を経過した後に開始する各暦年の 6月30
日以前に，外交手段を通じて他方締約国に対し書面による終了の通告を行う
ことができ，その場合には，本条約は，次のものについて効力を失うものと
する。
(a) 保険料に対して課される源泉徴収税並びに消費税については，終了の
通告が為された年の翌暦年の1月1日以降に支払われ又は貸記される金
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額。
(b) 所得に対するその他の租税については，終了の通告が為された年の翌
暦年の 1月1日以降に開始する課税年度又は壺定期間（但し，そのよう
な日までに開始する一切の事業年度を除く）に関して課された租税。
(c) 財産に対する租税については，終了の通知が為された年の翌暦年の 1
月1日以降に存在する項目の財産に対して課される租税。
1989年8月29日にポンで，英語及びドイツ語により，等しく正文である本書
二通を作成した。
（続）
